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平成25年土地基本調査（確報集計） 結果の要約 
 

１．平成25年法人土地・建物基本調査結果の概要 

平成25年１月１日現在で把握した法人の土地・建物の所有・利用状況 

（１）法人の土地・建物の所有状況 

●土地所有法人は法人全体の32.8%、建物所有法人は39.6%で平成20年に比べ低下 

●所有法人の多くは土地・建物とも所有 

〇法人（国及び地方公共団体を除く）のうち、土地を所有している法人は67万法人で、法人

総数の32.8％（土地所有率）、建物を所有している法人は80万９千法人で、法人総数の39.6％

（建物所有率）となっている。所有率は平成20年に比べ土地は1.7ポイント、建物は1.2ポ

イント低下した。 

〇これを土地・建物所有の有無別にみると、土地・建物とも所有している法人は法人総数の

29.4％、土地のみ所有している法人は3.3％、建物のみ所有している法人は10.1％となって

おり、土地や建物を所有している場合は双方とも所有している法人が多い。また、土地・

建物のいずれも所有していない法人は57.0％となっている。 

【土地・建物所有率】          【土地・建物所有の有無別状況】 

  

●資本金が大きくなるほど所有率は高くなる傾向、「100億円以上」は平成20年に比べ低下 

〇会社法人について資本金別に土地・建物の所有率をみると､土地・建物とも資本金の規模が

大きくなるほど高くなる傾向がみられる。 

○土地・建物の所有率は、調査開始以降、いずれもほとんどの階層で低下がみられる。平成

20年に比べると、「100億円以上」で土地は4.0ポイント低下、建物は3.3ポイント低下する

など、大規模階層において所有率の低下傾向がみられる。 
 

【資本金別土地所有率】           【資本金別建物所有率】 
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（２）法人が所有している土地・建物の面積・資産額 

●法人所有の土地面積は2.6万㎢、建物延べ床面積は1,849㎢で平成20年に比べ増加 

〇法人が所有している土地の面積は２万6074㎢となっており、平成20年に比べ1,102㎢増加し

た。これを土地の種類別にみると、「宅地など」(農地､林地以外の土地)が7,531㎢（土地面

積総数の28.9％)､「農地」が1,134㎢（同4.3％)､「林地」が１万4145㎢（同54.2％）など

となっている。 

〇法人が所有している建物の延べ床面積は1,849㎢となっており、平成20年に比べ134㎢増加

した。その内訳は「工場以外の建物」が1,197㎢（建物の延べ床面積総数の64.7％）、「工場」

が652㎢（同35.3％）となっている。 

【土地の種類別土地面積】             【建物の延べ床面積】 

  
注）( )内の数字は法人所有土地面積（単位：㎢）。        注）( )内の数字は法人所有建物の延べ床面積(単位:㎢)｡ 

※ 建物延べ床面積には「住宅（社宅・従業員宿舎、賃貸用住宅も含む）」を含まない（以下同じ）。 
 

●法人所有の土地資産額は345兆円､建物資産額は80兆円で、これらを合わせた法人所有不

動産の資産額は426兆円と平成20年に比べ減少 

〇法人が所有している土地の資産額は345.4兆円、建物資産額は80.2兆円で、これらを合わせ

た法人所有不動産は425.6兆円となっており、平成20年に比べ45.3兆円（9.6％）減少した。 

〇土地資産額を土地の種類別にみると、「宅地など」(農地､林地以外の土地)が292.6兆円（土

地資産総額の84.7％)､｢農地」が1.2兆円(同0.3％)､｢林地」が1.4兆円(同0.4％）などとな

っている。 

〇建物資産額を利用現況別にみると、「工場以外の建物」が67.5兆円、「工場」が12.8兆円と

なっている。 

【土地の種類別土地資産額】           【利用現況別建物資産額】 

 
注）( )内の数字は法人所有土地資産額（単位：兆円）。     注）（ ）内の数字は法人所有建物資産額（単位：兆円）。 
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●法人所有の業種別土地面積は「製造業｣､｢林業｣､｢宗教｣､｢サービス業」で過半を占める 

〇法人が所有している土地の面積を業種別にみると、「製造業」が5,584㎢で最も大きく、次

いで「林業」が3,700㎢、「宗教」が2,542㎢、「サービス業（宗教を除く）」が1,860㎢とな

っており、これら上位４業種で過半（法人土地面積全体の52.5％）を占めている。 

○平成20年に比べると、多くの業種で増加しており、特に「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、

「小売業」、「医療、福祉」などが高い伸びとなっている。 

 

【法人業種別土地面積】 
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（３）法人が所有している土地・建物の状況 

●「宅地など」の土地面積は「建物」が６割、「建物以外」が３割、「空き地」は8% 

〇法人が所有している「宅地など」の土地面積7,531㎢のうち、「建物」は4,624㎢（「宅地

など」の土地面積全体の61.4％)、｢建物以外の土地」は2,239㎢（同29.7％)、｢利用できな

い建物（廃屋等）」は29㎢（同0.4％)、｢空き地」は573㎢（同7.6％）となっている。 

〇このうち、「建物」と「利用できない建物(廃屋等)」を合わせた「建物敷地」を利用現況

別にみると､｢工場・倉庫」が2,166㎢（「建物敷地」の土地面積全体の46.6％）と最も大き

く、次いで「事務所」が561㎢（同12.0％）となっている。 

〇また、「建物以外の土地」と「空き地」を合わせた「建物敷地以外の土地」を利用現況別

にみると、「ゴルフ場・スキー場・キャンプ場」が807㎢（「建物敷地以外」の土地面積全

体の28.7％）と最も大きいが、平成20年に比べると9.7％減少している。 

【「宅地など」の土地の利用現況別土地面積】 

 

●低・未利用地の面積は930㎢ で、「宅地など」の土地面積の12.3％を占める 

○「宅地など」の土地の利用現況のうち、低・未利用地（駐車場、資材置場、利用できない

建物（廃屋等）、空き地の合計）の面積は930㎢と「宅地など」の土地面積全体の12.3％を

占めており、平成20年に比べ0.2％の減少とほぼ横ばいとなっている。 

○これを土地所在地（圏域区分）別にみると、三大都市圏の各圏域の割合は８％、地方圏は

14％となっている。 

【低・未利用地の利用現況別土地面積】  【低･未利用地の所在地(圏域区分)別土地面積割合】 

 
注）（ ）内の数字は低・未利用地の面積（単位：㎢）。 
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●福利厚生施設等の面積は、減少傾向から下げ止まりの傾向 

○「宅地など」の土地の利用現況のうち、「福利厚生施設等」（社宅・従業員宿舎、グラウン

ド等の合計）の土地面積は172㎢となっており、平成20年に比べ3.2％増加した。調査開始

以降、減少が続いていたが、平成25年では下げ止まりの傾向がみられる。 

 

【福利厚生施設等の利用現況別土地面積】 

 

注）( )内の数字は福利厚生施設等の面積（単位：㎢）。 

 

●法人所有の工場以外の建物件数は、｢事務所｣､｢店舗｣､｢住宅｣､｢倉庫｣で全体の７割を占める 

○法人が所有している建物の件数（工場敷地以外は１棟ごと、工場敷地は敷地ごとの件数）

のうち、「工場以外の建物」について利用現況別に件数割合をみると、「事務所」が23.6％

で最も高く、次いで「店舗」が19.2％、「住宅」が13.4％、「倉庫」が13.0％となっており、

これらを合わせると全体の７割（69.2％）を占めている。 

 

【主な利用現況別建物件数割合（工場敷地以外）】 
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●新耐震基準施行後（昭和56年以降）に建築された建物は6割を占める 

●新耐震基準施行以前（昭和55年以前）に建築された建物のうち、新耐震基準の適合状況の

確認が行われた建物の割合が上昇 

○法人が所有している建物の件数を建築時期別にみると、建築基準法による新耐震基準が施

行された昭和56年以降に建築された建物の割合は建物所有件数全体の62.3％となっており、

平成20年に比べ1.1ポイント上昇した。 

○また、昭和55年以前に建築された建物について、新耐震基準の適合状況をみると、新耐震

基準を満たしていているかどうかは「未確認」であるとされた建物の割合は65.7％であっ

た。これは平成20年に比べ11.2ポイント低下しており、この間に耐震判断等が進んでいる

ことを示唆している。 

【建築時期別建物件数割合】 【建築時期が昭和55年以前の建物の 
新耐震基準適合状況別建物件数割合】 

 

注）( )内の数字は法人所有の建物件数（単位：件）。 

 

●事務所・店舗の延べ床面積のうち、貸付可能面積が1/3を占める 

●事務所・店舗の貸付可能面積に占める、貸付けられていない「空室面積率」は、全国で7.5% 

○法人が所有している「工場以外の建物」の延べ床面積について、事務所・店舗として貸付

けに供している部分の面積（貸付可能延べ床面積）は190㎢となっており、事務所・店舗の

延べ床面積（585㎢）の１／３（32.5％）を占めている。これを建物所在地(圏域区分)別に

面積割合をみると、東京圏が37.4％と４割近くを占め、これに名古屋圏と大阪圏を合わせ

た三大都市圏で全体の６割（59.3％）を占めている。 

○また、貸付可能延べ床面積に対して、貸付けられていない面積の割合（空室面積率）をみ

ると全国で7.5％となった。これを建物所在地（圏域区分）別にみると、三大都市圏、地方

圏では差はみられなかった。 
 

【事務所・店舗の建物所在地(圏域区分)別    【事務所・店舗の建物所在地(圏域区分)別 
貸付可能延べ床面積割合】           貸付延べ床面積に対する空室面積率】 
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（４）法人の土地の購入・売却 

●資本金１億円以上の会社法人で平成24年に土地を購入した法人の割合は８％、売却は９％ 

●法人業種別にみると「建設業」、「不動産業、物品賃貸業」で高い割合 

○資本金１億円以上の会社法人

（３万1990法人）による土地の

購入・売却行動をみると、平成

24年の１年間に土地を購入した

法人の割合は8.3％、売却した法

人の割合は9.3％となっている。 

○これを、法人業種別に割合をみ

る と、購入･売却とも「建設業」

（購入18.8％、売却22.4％）、「不

動産業、物品賃貸業」（購入

16.1％、売却17.0％）において

高い傾向がみられる。 

 

 

 

●購入土地件数の60％、売却土地件数の66％が三大都市圏内の土地 

●三大都市圏内での土地取引面積は、売却面積が購入面積の３倍、地方圏では同程度 

〇資本金１億円以上の会社法人において、購入または売却した土地件数を土地の所在地（圏

域区分）別にみると、三大都市圏内の割合が購入で 59.7％、売却で 66.2％と２／３を占め

ている。 

○購入・売却した土地の面積を土地の所在地（圏域区分）別にみると、三大都市圏内の土地

の売却面積は購入面積の３倍程度、地方圏では購入・売却が同程度となっている。 

○また、１件当たりの面積を土地の所在地(圏域区分)別にみると、地方圏では売却面積より

購入面積が大きいのに対し、三大都市圏では売却面積が購入面積の２倍程度となっている。 
 
【購入･売却した土地の所在地(圏域区分)別件数  【購入･売却した土地の所在地(圏域区分)別面積 
(平成24年の１年間)】              (平成24年の１年間)】 

 
注）（ ）内の数字は購入・売却した土地の件数（単位：件）、面積（単位：㎢）。土地所在地「不詳」を含む。 
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6,740

11,650

17,700

22,700

0 20,000 40,000 60,000 80,000

購入

(56,450)

売却

(81,400)

（件）

東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

三大都市圏

33,690

地方圏

三大都市圏

53,880

地方圏

11.2

47.6

14.8

31.4

3.4

10.5

78.5

78.7

0 50 100 150

購入

(110)

売却

(172)

（㎢）

東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

三大都市圏

29.4

地方圏

三大都市圏

89.5

地方圏

【法人業種別土地を購入･売却した法人数割合 

(平成24年の１年間)】  

  
注）（ ）内の数字は法人総数（単位：法人）。 
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8.9
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業種 計(31,990)

農林漁業(140)

鉱業、採石業、砂利採取業(110)

建設業(1,650)

製造業(8,460)

電気・ガス・熱供給・水道業(310)

情報通信業(3,160)

運輸業、郵便業(1,590)

卸売業、小売業(6,190)

金融業、保険業(1,660)

不動産業、物品賃貸業(3,230)

宿泊業、飲食サービス業(860)

（％）

土地を購入

した法人

土地を売却

した法人
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２．平成25年世帯土地統計の概要 

平成25年10月１日現在で把握した世帯の土地の所有・利用状況 

（１）世帯の土地の所有状況 

●世帯総数の50％が｢現住居の敷地｣を所有し、17％が｢現住居の敷地以外の土地｣を所有 

●土地所有率は「現住居の敷地」、「現住居の敷地以外の土地」のいずれも、調査開始以降初

めて上昇 

○「現住居の敷地」を所有している世帯は2,613万世帯で、世帯総数(5,230万世帯)の50.0％(土

地所有率)と過半を占めている｡平成20年に比べると0.9ポイント上昇となっており、調査開

始以降初めて上昇した。 

○また、「現住居の敷地以外の土地」を所有している世帯は901万世帯で、その土地所有率は

17.2％となっている。平成20年に比べると1.3ポイント上昇となっており、こちらも調査開

始以降初めて上昇した。 

【土地の種類別土地所有率】 

 
 

●世帯所有の土地面積は11.6万㎢で、農地・山林が９割を占め、「宅地など」の土地は１割 

●世帯所有の土地資産額は598兆円で、「宅地など」の土地が86%を占め、農地・山林は15% 

○世帯が所有している土地の面積は11万6361㎢で、これを土地の種類別にみると、「現住居の

敷地」と｢現住居の敷地以外の宅地など｣を合わせた「宅地など」の土地の面積割合は１割

で、９割は「農地」及び「山林」となっている。 

○世帯が所有している土地の資産額は598.4兆円で、これを土地の種類別にみると、「現住居

の敷地」と「現住居の敷地以外の宅地など」を合わせた「宅地など」の土地の資産額割合

は85.5％を占め、「農地」及び「山林」は14.5％となっている。 

 

【土地の種類別土地面積】         【土地の種類別土地資産額】 

 

57.4 54.4 53.6 51.1 52.2

53.8 52.1 51.3 49.1 50.0

23.4
18.5 18.2 16.0 17.2

0
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60
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平成５年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（％）

土地全体 現住居の敷地 現住居の敷地以外の土地

現住居の敷地

7,053k㎡

(6.1%)

現住居の敷地以

外の宅地など

4,317k㎡

(3.7%)

農地

41,673k㎡

(35.8%)

山林

63,318k㎡

(54.4%)

面積

116,361㎢

（100％）

現住居の敷地

366.0兆円

(61.2%)

現住居の敷地

以外の宅地な

ど

145.2兆円

(24.3%)

農地

80.9兆円

(13.5%)

山林

6.2兆円

(1.0%)

資産額

598.4兆円

（100％）
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●「現住居の敷地」、「現住居の敷地以外の土地」の土地所有率は､年齢とともに上昇する傾向 

○世帯が所有している土地について、家計を主に支える者の年齢別に土地所有率をみると、

「現住居の敷地」、「現住居の敷地以外の土地」のいずれも、年齢とともに高くなる傾向だ

が、65歳以上の階層では低下または横ばいの傾向もみられた。 

○土地所有率は、調査開始以降平成20年までは、ほとんどの年齢階層で低下傾向にあったが、

平成25年は「現住居の敷地」では40歳未満と75歳以上、「現住居の敷地以外の宅地」では多

くの階層で上昇した。 

【家計を主に支える者の年齢別土地所有率】 

 
 

●世帯所有の土地の取得方法は､｢現住居の敷地｣では、会社などの法人からの購入が多い 

●また、｢現住居の敷地以外の土地｣では、相続・贈与での取得が多く、過半を占める 

○世帯が所有している「宅地など」の土地（農地、林地以外の土地で「現住居の敷地」と「現

住居の敷地以外の宅地など」の合計）の件数を取得方法別にみると、「現住居の敷地」では

「会社などの法人から購入」の割合が33.6％で最も高く、「現住居の敷地以外の土地」では

「相続・贈与で取得」が50.9％と最も高い。 

○また、平成20年に比べると「現住居の敷地」、「現住居の敷地以外の土地」のいずれも、「相

続・贈与」の割合が上昇している。特に「現住居の敷地以外の土地」の「相続・贈与」に

よる取得割合は平成20年の45.9％から5.0ポイント上昇し、全体の過半を占めている。 
 

【「宅地など」の土地の取得方法別件数割合】 
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（２）世帯が所有している土地の状況 

●「宅地など」の土地のうち、６割が「現住居の敷地」、４割が「現住居の敷地以外」 

●これらのうち、「利用していない（空き地、原野など）」土地が8.6％存在 

○世帯が所有している「宅地など」の土地の面積は１万1370㎢で、「現住居の敷地」が7,053

㎢（「宅地など」の土地面積全体の62.0％）、「現住居の敷地以外の宅地など」が4,317㎢（同

38.0％）となっている。 

○これを利用現況別にみると、「現住居の敷地」では「一戸建住宅」がほとんど占めている。

また、「現住居の敷地以外の宅地など」では「住宅（一戸建住宅、共同住宅・長屋建住宅）」、

「事務所・店舗・工場・倉庫等」で過半を占めているが、「利用していない（空き地・原野

など）」土地も8.6％存在している。 
 

【利用現況別世帯が所有している「宅地など」の土地面積】 

 

●低・未利用地の面積は1,413㎢ で、「宅地など」の土地面積全体の12.4％を占める 

○「宅地など」の土地の利用現況のうち、低･未利用地（屋外駐車場、資材置場、利用してい

ない(空き地・原野など)の合計)の面積は1,413㎢(｢宅地など｣の土地面積全体の12.4％)で、

このうち、「利用していない(空き地・原野など)｣土地が７割(69.4％)を占めている。 

○これを世帯所在地（圏域区分）別にみると、三大都市圏の各圏域の割合は９～10％、地方

圏では14％となっている。 
 
【低・未利用地の利用現況別土地面積】  【低･未利用地の世帯所在地(圏域区分)別土地面積割合】 

 

注）（ ）内の数字は低･未利用地の面積（単位：㎢） 
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